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消費者・社会が変わり始めた消費者・社会が変わり始めた

トヨタ自動車：ハイブリッド車「プリウス」 販売台数の推移（万台）

年度

環境ビジネス（環境配慮型商品・サービス）の推計（環境省）

2000年29兆円→2010年47兆円（160％増）→2020年58兆円(200％増）

環境対応の違いにより、商品の売れ方が異なる時代の到来

社団法人日本自動車販売協会連合会の新車販売台数、
及びトヨタ自動車ＨＰデータより作成

新車販売台数

プリウス販売台数

新車販売
台数

プリウス
販売台数
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戦略要素としての「環境」戦略要素としての「環境」

環境への取り組みが、企業価値の向上に

企業の価値 ＝ 『有形の資産』 ＋ 『無形の資産』
（売上／利益） （理念、姿勢、信用力等）

企業経営の重要な戦略要素として「環境」がクローズアップ企業経営の重要な戦略要素として「環境」がクローズアップ

戦略目標

自社の環境目標の達成と共に
商品・サービスに生かすことが重要

「企業価値」向上のために投資

【今 後】

責任を果たすために投資

【従 来】

コスト要因
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京都議定書目標：１９９０年比６％減

京都議定書に対する取り込み状況京都議定書に対する取り込み状況
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121 GDP

1990年 2000年 2005年

産業
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115

1995年

94

内閣府：国民経済計算（SNA)及び環境省：日本国温室効果ガスインベントリ報告書より作成

118

119

ロジスティクス

122

118から94へ20％の
削減努力が必要

GDPとCO2排出量の推移

目標ライン
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ロジスティクスでの環境対策の２つの視点ロジスティクスでの環境対策の２つの視点

BtoBの視点
組織・企業横断的な連携

BtoCの視点
消費者を巻き込んだ活動の強化

個々の企業・各現場の環境対策は高い水準にある。

今後の必要な視点は
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今、求められるロジスティクスとは？

消費者メーカー 小売

①①サプライチェーンを俯瞰サプライチェーンを俯瞰し、メーカーや卸・小売・消費者の機能と融合

②環境に配慮したロジスティクスの提案

卸

従来の

活動範囲

従来の

活動範囲

従来の

活動範囲

求められる

活躍範囲

求められる

活躍範囲

BtoBの視点 BtoCの視点
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BtoBの視点 組織・企業横断的な連携BtoBの視点 組織・企業横断的な連携
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環境負荷低減施策環境負荷低減施策

輸配送経路関連

拠点内活動関連 拠点配置関連

・輸送機関変更（モーダルシフト）による削減
・経路の見直しによる輸配送距離削減
・大型低公害車や低公害燃料の導入

etc…

CCOO22排出量削減排出量削減

毎年１％毎年１％・燃料使用量の削減
・包装資材の削減
・電子タグを活用した効率的な

管理 etc…

・拠点の統廃合
・複数事業者での拠点共同利用

etc…
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環境対応のボトルネック環境対応のボトルネック

環境に配慮すると…
リードタイム増加？ コスト増加？
手間増加？

駅 駅

港 港

６H、20,000円

１日、21,200円

２日 ？円

CO2排出量１７３

CO2排出量２２

CO2排出量３９
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環境を考慮した国際物流効率化事例環境を考慮した国際物流効率化事例

多頻度少量輸送の増大を環境問題の観点より捉えなおして、
効率的かつ環境に優しい事業モデルの構築を目指した。

【中国】

工場

上海港
東京／横浜

上海空港

物流
センタ

成田空港

積載効率が悪く
輸送頻度大

トラックによる
長距離輸送

住金物産様、協力会社様、富士通総研にて実施（国の推進事業）
実験期間：2006年11月～2007年1月

納期遵守のため
航空機利用大
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新事業モデル構築までの流れ新事業モデル構築までの流れ

課題・目標の共有海外物流
センタ担当

国内物流担当

富士通総研

効率化方法
の検討

方策の検討
ボトルネックの検討

実現化方法
の検討

ステップ１

ステップ２

ステップ３

全体効率化のためには、ＳＣＭプロセスに関わる各事業者
が情報を共有することが不可欠

情報共有モデルの実現

業務の見直し
ＩＴの有効活用

国際輸送
担当

住金物産様
担当

荷主の営業
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効率化のための方策１効率化のための方策１

国内輸送距離を削減させるため、最寄港に上げることを想定し、
物流コスト面の影響を調査

複数港の活用は
物流コスト削減？

輸送コスト？
作業コスト？
通関コスト？

大阪
倉庫

中国

博多
倉庫

九州
C店

横浜港
関東
A店

博多港

川崎
倉庫

大阪港
大阪
B店

500円 500円20,000円

1,000円

1,500円

1港揚げの場合
合計：23,500円

500kg-CO2
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600円

10,100円

500円

＋200円 ＋500円 ｰ1,400円

500円 500円10,100円

大阪
倉庫

中国

博多
倉庫

九州
C店

横浜港
関東
A店

博多港

川崎
倉庫

大阪港
大阪
B店

２港揚げの場合
合計：22,800円

400kg-CO2

500円

効率化のための方策１効率化のための方策１

国内輸送距離を削減させるため、最寄港に上げることを想定し、
物流コスト面の影響を調査

1港揚げの場合
合計：23,500円

500kg-CO2
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500円500円

4,300円

6,000円

500円 500円

＋1,000円 ｰ1,500円

効率化のための方策１効率化のための方策１

国内輸送距離を削減させるため、最寄港に上げることを想定し、
物流コスト面の影響を調査

荷量に応じて複数の港を活用することの有効性が判明

＋400円

大阪
倉庫

中国

博多
倉庫

九州
C店

横浜港
関東
A店

博多港

川崎
倉庫

大阪港
大阪
B店

３港揚げの場合
合計：23,400円

300kg-CO2

500円 500円10,100円

２港揚げの場合
合計：22,800円

400kg-CO2

1港揚げの場合
合計：23,500円

500kg-CO2
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情報共有

効率化のための方策２（荷量を集める工夫）効率化のための方策２（荷量を集める工夫）

大阪
倉庫

九州
C店

横浜港
川崎
倉庫

大阪港

納期5日10時

2日10時出発

4日10時

3日10時

×
１日10時出発

成田
空港

２日10時出発

倉庫指定
納期3日10時

2日16時

3日16時

Aブランド
（紳士服）

Bブランド
（婦人服）

現状の制約の見直しと情報の整理・共有

担当：品川さん

担当：田町さん
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完成新事業モデル完成新事業モデル

【中国】

工場

上海港 東京／横浜

上海空港
物流
センタ

成田空港

最適港揚げによる
国内長距離輸送の削減

大阪

福岡

工場

荷の集約による
積載効率向上

納期を遵守しつつ
モーダルシフトを実現
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膨大な組合せの中からＩＴにより最良解を算出膨大な組合せの中からＩＴにより最良解を算出

地点
情報

地点
情報

区間情報
(ダイヤ情報)
区間情報

(ダイヤ情報)

コンテナ
情報

コンテナ
情報

コストパターン
情報

コストパターン
情報

出荷情報出荷情報

各荷の
輸送経路

各荷の
輸送経路

総合評価総合評価

t = 1

t = 2

t = 3

t = 4

t = 5

t = 6

時
間
軸

物流センタ 出荷港 着荷港 消費地倉庫 店舗

輸入ルート
計画エンジン

輸入ルート
計画エンジン

国内外の
約400拠点

荷物
約1万個

航空・船便数
約300便

＝
約１千億通りの経路組み合わせ

と各経路のコスト・ＣＯ２計算を実用時間内（数分）にて計算

× ×
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実証実験効果実証実験効果

複数のパターンを算出して、現状と比較。

コスト優先の場合
総物流コスト 8.4％減
ＣＯ２排出量 8.1％減

環境優先の場合
総物流コスト 2.7％減
ＣＯ２排出量 31.8％減

削減要因
◆環境をキーワードに効率化に取り組んだ結果、

サプライチェーン上に散在した無理・無駄が顕在化。
◆情報の有効活用
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BtoCの視点 消費者を巻き込んだ活動の強化BtoCの視点 消費者を巻き込んだ活動の強化
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消費者の企業の経営課題に対する高い関心

2006年gooリサーチモニターより抜粋

■社会的責任を果たすために取り組むべき経営課題の調査結果（上位５位）

0 10 20 30 40 50 60 70 80

男性

女性

１）地球温暖化の防止・省エネ

２）商品・サービスの安全安心
を第一に考えた経営

３）有害物質の管理・削減

４）経営トップが説明責任を
果たすこと

５）法令順守のための
組織的な取り組み
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電子商取引の発展電子商取引の発展

インターネット利用率 1996年3％→2006年79％

携帯電話普及率 1993年3％→2006年86％

通信販売売上高
1993年1兆9千万円→2006年3兆6千万円

ビジネスを支えるための物流量も増加

総務省情報通信政策局「通信利用動向調査報告書世帯編」
及び、日本通信販売協会 通信販売企業実態調査報告書 より
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消費者参加型の環境負荷低減活動消費者参加型の環境負荷低減活動

愛・地球博で実施されたEXPOエコマネー制度

～消費者・企業に協同による環境活動～

エコバッグ持参・エコ商品購入でポイント付与
ポイントはエコ商品や植樹への寄付に還元 ＜EXPOエコマネーセンター＞

参加者は25万人を突破

エコポイントというインセンティブ（やる気）で
活動を後押し

企業

物流の環境負荷低減に
消費者が関わる仕組みは？

物流の環境負荷低減に
消費者が関わる仕組みは？

消費者

ロジスティクスへ
応用
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消費者が求めるもの消費者が求めるもの

× 生活レベルを落して、省エネルギー

◎ 生活レベルを変えずに、省エネルギー

快適で
安全で
ブランド力があって
環境にいいもの

購買意欲をどのように
かきたてるかが課題
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ロジスティクスにおける環境ビジネスロジスティクスにおける環境ビジネス

特別な商品やサービスを売るビジネス

環境に良いというメリットや情報を売り、
満足を得る付加価値型のビジネス

今の商品・サービス
＋

消費者へのインセンティブ（やる気）の提供方法

消費者に一番近い物流「宅配便」に応用
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宅配便では６割が再配達宅配便では６割が再配達

国土交通省：平成１８年度宅配便等取扱実績からＦＲＩ作成

なぜ宅配便？：宅配便では荷の6割以上が再配達
⇒無駄な配達を削減しグリーン物流を実現

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

宅配便貨物取扱量（百万個）

予測

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

宅配便配送回数（百万回）

配送回数

配送個数

予測
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宅配便エコポイント実証実験：スキーム宅配便エコポイント実証実験：スキーム

千趣会様、佐川急便様、富士通総研の３社で連携して実施（国の
推進事業）
実験期間：2007年10月1日～11月30日

１．通信販売で商品購入 ２．配達依頼

千趣会様

佐川急便様消費者

３－１．配達予定日を、佐川急便試験提供中
「配達予定」メールサービスで通知

３－２．受け取れない場合は配達前に日時変更手続き

再配達なく荷を受け取った場合にポイント付与
ポイントは、千趣会ポイントに交換・植樹に寄付

３－３．配達
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３者の情報共有で再配達削減３者の情報共有で再配達削減

千趣会様千趣会様

消費者消費者

エコポイント管理システム

＜メリット＞
企業ブランド力の向上

＜メリット＞
配送の効率化

CO2削減

＜メリット＞
ポイント還元による

インセンティブの享受

環境をキーワードに
好循環

顧客データ
購買履歴

輸送
実績

③受渡完了

④通知

⑤ポイント
還元

ありがとう！

佐川急便様佐川急便様

①メール
アドレス情報

②予定日時



27 All Rights Reserved, Copyright  株式会社富士通総研 2007

反響反響

８月２０日に３社同時プレスリリース後、モニター募集した
ところ、1日で１０００件を超え、募集終了。予想以上の反響。
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本プロジェクトの効果本プロジェクトの効果

モニターの従来再配達率１８％が９％に削減。
将来的には、全家庭に広げ、今回の結果に
近づけることが理想。

９１％のモニターが
１回で受け取り

再配達回数
10月１日～11月２日までの５週間の結果

家庭向け宅配便

100 60 配達回数160回

9 配達回数109回32％削減

元々の個数 再配達回数

100

???100

現状

将来

モニター
実験結果

この結果に近づける
ことが理想

18100
モニター

従来
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まとめまとめ
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２つの事例の共通点２つの事例の共通点

◆ＣＯ２排出量削減と物流コスト削減の同時達成

◆関係企業と目標を共有した取り組み
ＢｔｏＢ事例：ＳＣＭに携わる複数企業の連携
ＢｔｏＣ事例：通販事業者と物流事業者の連携

◆具体的な効果が把握できる仕組みを作成
ＢｔｏＢ事例：シミュレーションシステム
ＢｔｏＣ事例：顧客データと輸送管理システムの連携
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環境調和型ロジスティクスの提言環境調和型ロジスティクスの提言

企業間コラボレーションの推進
複数企業が参画して効率化する活動を促進

対消費者
環境指標のアピールにより商品やサービスの選択を促進

政府によるインセンティブ制度の推進が必要

資金面での支援
金融機関の企業の環境格付による低金利融資制度の拡大

証券会社のエコファンド
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